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○土井復興副大臣 おはようございます。台風が接近中ということで、大変御心労、御心

配の中、こうやってお集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 それでは、ただいまより、第17回「原子力災害からの福島復興再生協議会」を開催させ

ていただきたいと存じます。 

 本日、所用によりまして急遽欠席になりました浜田副大臣に代わりまして、私、土井が

司会を務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、まず、会議の開催に当たり、議長であります吉野復興大臣から、皆様に御挨

拶申し上げます。よろしくお願いいたします。 

○吉野復興大臣 おはようございます。復興大臣の吉野正芳です。 

 本日は、御多忙中、本協議会に御参集いただいて、本当にありがとうございます。 

 東日本大震災、そして東京電力福島第一原発事故の発生から８年目を迎えました。避難

指示が解除された区域では、地元で小中学校が再開するなど生活環境の整備が進んでおり

ます。また、先日、福島復興のシンボルでございます地域の交流拠点として中核的な役割

が期待されておりますＪヴィレッジが一部再開をいたしました。このように関係者の多大

な御尽力の下、被災地の復興は一歩一歩着実に進んでいるところでございます。 

 一方で、未だに多くの方々が避難生活を余儀なくされております。復興のステージに応

じて、心のケアや生活再建など、多様な課題やニーズにきめ細かく対応していく必要がご

ざいます。 

 帰還困難区域の特定復興再生拠点については、計画策定を進めていた６町村全ての計画

を認定いたしました。「たとえ長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域の全て

の避難指示を解除する」という決意の下、まずは認定された特定復興再生拠点の整備をし

っかりと前に進めてまいります。 

 福島イノベーション・コースト構想は、福島復興の切り札でございます。本年４月、内

堀知事も御出席いただき関係閣僚会議を開催し、構想を位置づけた重点推進計画を認定い

たしました。この構想の実現に向けて、地元とも綿密に連携しながら、政府一丸となって

取り組んでまいります。 

 風評払拭は、福島復興・再生の大前提でございます。昨年取りまとめた「風評払拭・リ

スクコミュニケーション強化戦略」に基づき、引き続き、政府一丸となって工夫を凝らし

た情報発信等に取り組んでまいる所存です。 

 先月、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の聖火リレーについて、福島

県からスタートすることが発表されました。まさに復興五輪の象徴となるものでございま

して、世界中に福島の復興の姿を発信していく絶好の機会であると考えております。 

 このほか、来年、日本で開催されますG20サミットなど、今後控えている様々な国際会議、

イベントなどの機会を捉え、着実に復興が進む福島の現状を世界に対してしっかりと発信

してまいりたいと思っております。 

 先日、与党から、10年間の復興の総仕上げに向けた取組や復興・創生期間後に残る課題
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への対応の検討など、必要な取組を一層加速するよう、政府に対する提言がございました。

被災地からの御意見や与党からの提言も踏まえ、今後、今年度末の復興の基本方針の見直

しに向けた検討を進めるとともに、復興・創生期間後の復興の進め方については、復興施

策の進捗状況や必要な課題を整理した上で検討してまいります。 

 今後とも、福島の復興・再生に道筋をつけられますよう、福島県の皆様とともに全力で

取り組んでまいります。今日はありがとうございます。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 続きまして、世耕経済産業大臣、御挨拶をお願いいたします。 

○世耕経済産業大臣 おはようございます。 

 本日は、御多忙のところ、こうやって協議会に御出席いただきまして、本当にありがと

うございます。また、台風が接近する中でいろいろと御多忙のところだと思いますけれど

も、大きな被害にならないことを心から願っているところであります。 

 廃炉・汚染水対策と福島の復興の加速というのは、何度も申し上げてまいりましたが、

経済産業省がいろいろな政策を行っていく上での大前提でありまして、最重要課題であり

ます。 

 まず、廃炉・汚染水対策につきましては、今年の３月に凍土壁が概ね完成いたしまして、

汚染水の発生量が大きく減少してきております。また、使用済み燃料プールからの燃料取

り出しに向けた準備ですとか、燃料デブリ取り出しに向けた原子炉内部調査に着実な進展

が見られているという状況になってきております。引き続き、中長期ロードマップに沿っ

て、国が前面に立って取り組んでまいりたいと考えております。 

 避難指示の解除は復興に向けた大きな第一歩であります。大熊町、双葉町の居住制限区

域、そして避難指示解除準備区域においては、役場の新庁舎ですとか産業団地の整備が進

められております。引き続き、地元のお考えをよく伺って、関係省庁とも連携をして、解

除に向けた環境整備に取り組んでまいります。 

 また、事業・生業の再建につきましては、この夏で福島相双復興官民合同チームが創設

４年目を迎えることになります。私自身、官民合同チームの支援を受けて、新商品の東京

での販売や即戦力となる人材確保などを実現された事業者の皆さんをこの目で見てまいり

ました。引き続き、個別の事業者、市町村に寄り添うきめ細かい支援で、被災地の復興・

再生を後押ししてまいりたいと思います。 

 福島イノベーション・コースト構想につきましては、産業集積、人材育成の加速化に県・

市町村の皆さんと緊密に連携をして、経産省の総力を挙げて取り組んでいるところであり

ます。特に福島ロボットテストフィールドは世界に類を見ない研究開発拠点となっており

ます。７月に通信塔が開所して、13キロにわたる広域での実証実験が可能となりました。

この福島において、世界に先駆けたドローン物流などの実現を加速してまいりたいと思い

ます。 

 今後、30年から40年にわたって続く廃炉については、浜通り地域において廃炉関連産業
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の集積を目指していきたいと思います。また、こういった立地した関連企業が、食事です

とか制服といったものをしっかり地元に発注するということも意識をしてまいりたいと思

います。 

 また、福島イノベーション・コースト構想の効果を地元の皆さんに身近に感じていただ

くことが重要であります。最近では、地元の事業者が開発した建機が廃炉作業に活用され

たり、お弁当屋さんが研究開発機関への弁当を配達したり、研究者が地元の飲食店を訪れ

るなど、地元事業者の営業拡大といった影響も見え始めておりますので、こうした経済波

及効果をさらに広げてまいりたいと思います。 

 福島新エネ社会構想につきましては、浪江町で今年７月から世界最大級の水素製造工場

の建設が始まりました。今日、本当は式典がある予定でありましたけれども、台風で中止

になってちょっと残念なのですが、2020年には燃料電池自動車１万台に相当する福島県産

の水素を製造して、東京オリンピック・パラリンピックの際には東京で活用することを目

指しております。福島の皆さんに、ぜひ東京オリンピック・パラリンピックを我が事とし

て感じていただくための非常に重要なプロジェクトだと思っておりまして、成功に向けて

引き続き、関係者一丸となって取り組んでまいりたいと思っております。 

 最後になりますが、前回の法定協議会で御案内をさせていただきましたが、今年４月に

会津若松市において、風評払拭の一助となることを期待しつつ、地域未来牽引企業サミッ

トを開催いたしました。県内外から約1,000人の方に御来場いただいて、大盛況のうちに終

了いたしました。この縁もあって、ことし７月には熊本県でサミットを開催いたしました

けれども、逆に福島からダイカスト製造会社など３社にも御参加いただきました。こうい

った形で地域の交流が進んでいくということも、風評払拭に非常に重要なことだと考えて

おります。引き続き、福島の一日も早い復興・再生に向けて、住民の皆さんに寄り添いな

がら全力で取り組んでまいります。 

 本日は忌憚のない御意見をお聞かせいただきたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。ありがとうございます。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 続きまして、中川環境大臣、御挨拶をよろしくお願いいたします。 

○中川環境大臣 おはようございます。環境大臣の中川でございます。 

 御参集の皆様におかれましては、それぞれの現場で日々福島の復興・再生に取り組んで

おられることに、改めて感謝と敬意を表させていただきたいと思います。 

 まず、除染につきましては、本年３月末までに、帰還困難区域を除き、福島県内43市町

村で全ての面的除染が完了いたしました。帰還困難区域におきましても、現在では双葉町、

大熊町、浪江町、富岡町、飯舘村、葛尾村の６町村において復興拠点計画が認定され、順

次、解体・除染工事を開始しているところでございます。今後とも、環境省として必要な

役割をしっかりと果たしてまいりたいと考えております。 

 中間貯蔵施設につきましては、用地取得が着実に進んでおりまして、施設整備も着々と
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進めております。昨年10月には大熊工区、昨年12月には双葉工区におきまして、除去土壌

の貯蔵を開始いたしました。除去土壌等の輸送につきましては、今年度は180万立方メート

ル程度の輸送を予定し、来年度は400万立方メートル程度の輸送を目標といたしております。

今後とも、輸送量の増加に対応した道路交通対策や工事用道路の整備など、必要な対策を

実施しつつ、安全かつ確実な輸送に取り組みます。 

 また、搬出が完了いたしました仮置場につきましては、本年３月に策定したガイドライ

ンに基づき、原状回復を着実に行ってまいります。 

 除去土壌等の再生利用に関する取組につきましても、県内外の皆様に安全性や必要性を

御説明しつつ、丁寧に進めてまいります。 

 既存の管理型処分場を活用した特定廃棄物の埋立処分事業につきましても、昨年11月に

施設への廃棄物の搬入を開始したところでございます。引き続き、安全を第一に事業を進

めてまいります。 

 加えて、放射線に係る住民の健康管理や健康不安への対策につきましても、住民の皆様

の思いに寄り添いながら、引き続き取り組んでまいります。 

 さらに、福島復興の新たなステージに向けた取組として、福島再生・未来志向プロジェ

クトにつきまして、先日、内堀福島県知事、吉田福島県議会議長にお伝えしたところでご

ざいます。今後も内堀知事や吉田議長、関係自治体の首長の方々と密接に連絡をとり、地

元の声をしっかりと受け止めながら、福島の復興・再生に向けて全力で取り組んでまいり

ます。今後とも、これまで福島の復興・再生に全力で取り組んでこられた皆様方と力を合

わせ、更なる復興の加速化に努めてまいる所存でございます。本日は、どうぞよろしくお

願い申し上げます。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 続きまして、福島県内堀知事から御挨拶をよろしくお願いいたします。 

○内堀福島県知事 本日は、吉野復興大臣、世耕経済産業大臣、中川環境大臣を始め、政

府の皆さんには、ようこそ福島までお越しいただきました。ありがとうございます。 

 まず、４月末に福島イノベーション・コースト構想の取組を盛り込んだ福島復興再生特

別措置法に基づく重点推進計画について、内閣総理大臣から認定をいただきました。また、

本県産農産物の流通実態調査に基づき、買いたたきをしないことを求める復興庁、農林水

産省、経済産業省の３省庁連名による通知など、具体の取組を進めていただきました。大

臣を始め、皆さんの御尽力に感謝を申し上げます。 

 震災から７年余りが経過をいたしました。先月末には、長らく原発事故対応の拠点であ

ったＪヴィレッジが芝生のグラウンドを取り戻し、福島復興のシンボルとして再始動する

など、復興の光は一層明るさを強めております。 

 一方で、今なお多くの県民が避難生活を続けており、ふるさとへの帰還に向けた生活環

境の整備や福島県全域で根強く残る風評など、福島県は残念ながら、いまだ有事が続いて

おります。国においては、安全かつ着実な廃炉・汚染水対策、トリチウム水の取扱いや燃
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料デブリの取り出しなど、原子力災害に伴う様々な課題に引き続き、責任を持って対応し

ていただくようお願いいたします。 

 本日は、避難地域の復興・再生を始め、風評・風化対策の強化、福島イノベーション・

コースト構想の推進など、福島の復興を加速するために必要不可欠な予算等について具体

的な要望をさせていただきます。県としては、今後とも、県民の皆さんはもとより、国内

外から福島に思いを寄せていただいている方々との協働を進めて、福島県を「被災の地」

から「復興の地」へと変えていくべく、全力で取り組んでまいります。 

 皆さんには、各団体代表の方々からの御意見を真摯に受け止めていただき、引き続き御

尽力いただきますよう、よろしくお願いを申し上げまして、私の御挨拶といたします。本

日はよろしくお願いいたします。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 それでは、報道関係者の方は、ここで御退室をお願いいたします。 

（報道関係者退室） 

○土井復興副大臣 本日の議事進行に移らせていただきます。 

 本日は、国側、県側から、それぞれ説明の後、意見交換に移らせていただきます。 

 それでは、始めに、福島復興・再生に向けた取組状況につきまして、事務局から説明を

させます。 

○小山復興庁統括官 先月、復興庁統括官を拝命いたしました小山と申します。 

 私から、福島復興・再生に向けた取組状況について、説明をさせていただきます。 

 資料の１枚目をおめくりください。本日の説明の全体像であります。前回協議会以降の

施策の進捗を中心に下記の３点、すなわち避難指示解除区域における環境整備、特定復興

再生拠点の整備、及び福島イノベーション・コースト構想等３つの計画・事業等の進捗状

況について説明をさせていただきます。 

 ２ページを御覧ください。まず、避難指示が解除された地域における生活環境の整備に

ついて説明をいたします。左上、医療の面では、本年４月、富岡町で「福島県ふたば医療

センター附属病院」が開院し、地域の２次救急体制が整備されました。 

 左下、教育面では、この４月に富岡町、葛尾村、飯館村、浪江町、川俣町山木屋地区の

５町村の小中学校が地元で再開いたしました。 

 右側、交通機関の面では、常磐線の再開が進みつつありますが、ここには書いてござい

ませんが、今週月曜日に常磐線の双葉駅舎の起工式が行われました。 

 買い物環境の面でも、楢葉町に新たに「ここなら笑店街」が開設されました。 

 このように住民の皆様の生活再開に必要な環境が着実に整ってきております。復興庁と

いたしましては、住民の皆様が安心して生活できますよう、引き続き各分野において環境

整備を進めてまいります。 

 ３ページを御覧ください。２番目のポイントであります。下から２つ目のポツ、３ポツ

目を御覧ください。昨年まで双葉、大熊、浪江の各町が認定されておりましたが、これら
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に加え、前回協議会以降、新たに富岡町、飯舘村、葛尾村の計画が認定されました。現在、

自治体の皆様と一体となって計画の具体化に取り組んでおります。今後は、まずは認定さ

れた拠点の整備をしっかりと前に進めてまいります。 

 具体的な内容につきましては、３ページ、４ページに記載させていただいております。 

 ５ページを御覧ください。２番目のポイントであります計画等の進捗状況について説明

いたします。まず、福島イノベーション・コースト構想につきましては、昨年７月に県に

おいて構想推進機構が立ち上げられましたが、本年４月から、更に取組が本格化しており

ます。 

 また、主な動きといたしまして、右側にありますが、福島ロボットテストフィールドが

今年７月に一部開所となり、拠点整備も着実に進んでおります。 

 ６ページを御覧ください。同構想につきましては、重点推進計画が策定されました。こ

れは昨年11月の推進分科会での御意見を踏まえたものであります。本計画につきましては、

先ほど知事からもお話がありましたとおり、４月25日に内閣総理大臣が認定し、同日の関

係閣僚会議におきまして、安倍内閣総理大臣から内堀知事に対して認定書が手渡されまし

た。 

 ７ページを御覧ください。風評払拭・リスコミ強化についての取組状況であります。昨

年12月に策定しました強化戦略に基づきまして、「知ってもらう」「食べてもらう」「来

てもらう」の３つの視点から、各府省庁によって工夫を凝らした情報発信が実施されてお

ります。復興庁としても、下の枠にございますが、「放射線のホント」という資料を作成

いたしました。これはお手元にもあるかと思います。これらを作成・配布するほか、下に

あります経済３団体、教育団体への各種の要請を行ったほか、海外向け対策といたしまし

て各種PRのほか、輸入規制措置の撤廃・緩和等に向けた働きかけを行っております。 

 ８ページを御覧ください。今後につきましては、本年７月５日に政府の対策タスクフォ

ースを開催いたしまして、そこのフォローアップを行うとともに、本年度の取組の早期か

つ着実な実施、取組の更なる強化の検討など、復興大臣から各府省庁に指示を行っており

ます。復興庁といたしましても、下に書いてございますように、各種の媒体を使いました

情報発信や教育旅行回復、海外向け対策等をしっかりと進めてまいりたいと考えておりま

す。 

 ９ページを御覧ください。最後の点でございますが、福島12市町村将来像実現ロードマ

ップにつきまして、本年５月、福島特措法に基づく新たな取組などの動きを反映いたしま

して、２度目の改訂を行いました。内容は下記にあるとおりでありますが、一番下に書い

てありますとおり、福島の復興・再生は中長期的な対応が必要であり、復興・創生期間後

も継続して、国が前面に立って取り組むということを明らかにしております。 

 10ページを御覧ください。この将来像の実現に向け、今年度は広域連携の観点から、下

記の５つの重点テーマ、すなわち教育、外部人材の呼び込み、物流問題の解決などの重点

テーマについて、関係者が協力して取組を進めていきたいと考えております。 
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 復興庁からの説明は以上です。ありがとうございました。 

○土井復興副大臣 次に、避難指示解除の状況及び福島第一原発の廃炉・汚染水対策につ

きまして、原子力災害対策本部から説明をさせます。 

○松永原子力災害対策本部事務局長補佐 原子力災害対策本部の松永でございます。 

 資料２「避難指示解除の状況について」を御覧ください。ページをおめくりいただきま

して、１ページ目でございます。大熊町、双葉町の居住制限区域、避難指示解除準備区域

では、解除に向けた環境整備が進んでおります。また、避難指示が解除された区域につい

ては、自治体ごとに状況は異なりますが、居住人口が徐々に増加しています。 

 ページをおめくりください。被災者の生活再建に向けて、先月、見守り体制の強化、住

まい、就労、健康的な暮らしといった観点から、対応強化策を取りまとめました。その際、

支援チームにおきまして、全ての避難指示世帯を対象としたアンケート調査を実施してお

ります。今後、支援が必要な全ての方々に適切な支援が行き届くよう、自治体とよく御相

談しながら、きめ細かい対応を進めてまいります。 

 ページをおめくりください。福島イノベーション・コースト構想でございます。まず、

拠点整備についてです。福島ロボットテストフィールドの最初の施設として、通信塔が７

月20日に開所いたしました。今後、災害現場を再現できるフィールドや緩衝ネットつきの

飛行場などの施設が順次開所し、来年度末までに全面開所する予定です。また、浪江町の

福島水素エネルギー研究フィールドは７月に着工いたしました。2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピックの際には、福島県産の水素を東京で活用する予定でございます。 

 産業集積につきましては、立地補助金等を通じた企業誘致が着実に増加しており、引き

続き、浜通りへの企業の呼び込みを進めていきます。 

 教育・人材育成につきましては、浜通り地域等の高等学校８校におきまして、福島イノ

ベーション・コースト構想を見据えた新たな教育プログラムが今年度から始まりました。

さらに、大学等の教育研究活動への支援事業も今年度から新たに実施しています。 

 ページをおめくりください。事業・生業の再建でございます。事業・生業の再建に向け

て、福島相双復興官民合同チームが5,100を超える事業者と約1,300の農業者を個別に訪問

いたしました。事業者、農業者の方々お一人お一人の御事情を踏まえ、事業再開に向けた

設備投資、販路開拓、人材確保などを後押ししております。 

 また、平成29年度から、被災12市町村のそれぞれが抱える課題解決をお手伝いすべく、

商圏創出、交流人口の拡大などのまちづくりに取り組んでいます。 

 さらに、今年から、事業からの引退を決められた方々に対し、ファイナンシャル・プラ

ンナー協会や福島労働局、現地ハローワークなどと連携し、老後の生活設計や就労の支援

をしております。引き続き、個別の事業者、農業者、市町村の課題に応じたきめ細かい支

援を通じて、生業再建、産業復興にしっかりと取り組んでまいります。 

 資料３、東京電力福島第一原発の廃炉・汚染水対策の取組状況について御説明いたしま

す。 
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 ページをおめくりいただきまして、まず、汚染水対策の主な進捗でございます。汚染水

対策につきましては、今年３月に実施した有識者委員会におきまして、凍土壁がおおむね

完成し、サブドレン等とあわせて地下水を安定的に制御する水位管理システムが構築され

たとの評価をいただきました。今後も雨水対策などに継続的に取り組み、更なる汚染水発

生量の低減を目指します。 

 多核種除去設備等により浄化処理された水、いわゆるALPS処理水の取扱いにつきまして

は、国の小委員会におきまして、風評被害などの社会的な観点も含めた総合的な議論を行

っております。今月末に福島と東京で開催する説明・公聴会におきまして、処分方法や処

分した際の懸念等について、様々な御意見を伺い、更に検討を深めていきたいと考えてい

ます。 

 ページをおめくりください。廃炉対策の主な進捗状況でございます。まず、使用済み燃

料プールからの燃料取り出しです。３号機では今後、使用済み燃料プール内の瓦礫撤去な

どを実施した上で、燃料取り出しを開始する予定です。２号機でも燃料取り出しに向けた

準備作業として、オペレーティングフロア内の調査を７月から開始いたしました。１号機

は１月から瓦礫撤去等を開始しております。 

 続きまして、燃料デブリの取り出しです。今年１月、２号機の格納容器底部に燃料デブ

リと思われる堆積物を確認いたしましたが、廃炉作業の最難関である燃料デブリの取り出

しに向けて、引き続き調査が必要です。今後、１・２号機におきまして、格納容器底部の

堆積物が動くかどうかの調査などをした上で、堆積物の少量採取・分析を計画しているほ

か、３号機でも更なる調査を検討中でございます。これらの内部調査を着実に進めた上で、

2021年のデブリ取り出し開始に向けた準備を進めてまいります。 

 以上でございます。 

○土井復興副大臣 次に、被災地の環境再生に向けた取組の現状につきまして、環境省か

ら説明をさせます。 

○森山環境省環境再生・資源循環局次長  環境省環境再生・資源循環局でございます。 

 資料の１ページに全体像を書いてございます。除染関係、中間貯蔵施設関係、廃棄物関

係、福島再生・未来志向プロジェクトについて説明いたします。 

 めくっていただきまして、右下の３ページ、まず除染でございますけれども、今年の３

月19日までに面的な除染が完了しているところでございます。 

 ４ページ、特定復興再生拠点区域整備につきましても、認定を受けた地区から解体・除

染工事を着手してございまして、双葉町、大熊町、浪江町で着手し、７月６日には富岡町

でもその工事に着工したところでございます。 

 次に、中間貯蔵施設でございますけれども、６ページを御覧ください。おかげさまで用

地買収につきましては全体の６割程度、民有地ベースで言いますと７割程度について用地

の買収が完了してございます。また、輸送につきましても順調に量が増えてございまして、

今年度は180万立米程度、現在、１日1,000台程度のダンプトラックで輸送してございます。
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来年度につきましては、400万立米程度を目標にしてございまして、１日2,500台程度のダ

ンプで運び込むという状況でございます。 

 続きまして、７ページでございますが、具体的には青いところの市町村で輸送が完了し

てございまして、黄色いところについて、順次輸送していこうということでございます。 

 ８ページ、中間貯蔵施設でございますけれども、この中でも受入れ・分別施設、これは

赤い星印でございますが、これについて実際に運転が開始してございます。また、土壌貯

蔵施設につきましては青い星でございますけれども、ここについて運転を開始していると

ころでございます。 

 ９ページに受入れ・分別施設、また土壌貯蔵施設の具体的な状況を書いてございますが、

上にあるものが受入れ・分別でございまして、フレコンパックを積み込みまして、その袋

を破る、破袋をし、ふるいにかけて、最終的には分別していく、そういった作業をしてご

ざいます。また、土壌貯蔵施設につきましては、分別された土壌につきまして、こういっ

た形で設置していく、こんな作業をしているところでございます。 

 10ページ、仮置場から除去土壌が出た場合の原状回復でございますけれども、現在1,300

カ所ある中で、2020年当初までには除去土壌を搬出し、４割程度の原状回復を目指したい

と考えてございます。ここにある例は、楢葉町の下小塙でございますが、現状では、農業

ができるような形で用地ができているところでございます。 

 続きまして、11ページは中間貯蔵施設の減容・再生利用技術のロードマップでございま

すが、2016年４月に公表しているところでございます。最終処分量は、減容技術の活用に

よりまして、再生利用の対象となる土壌等の量を可能な限り増やし、最終処分量の低減を

図ろうということで、こういった技術開発も進めているところでございます。 

 続きまして、12ページでございますけれども、南相馬市で再生利用の実証事業を昨年度

から進めてございまして、具体的な検討ですとか現場での実証といったものを進めてござ

いまして、再生利用につきましては、今回の手法において安全性が確認されているところ

でございますが、引き続き実証事業を実施し、データを蓄積していこうと考えてございま

す。 

 次の13ページ、飯舘村における再生利用実証事業でございますが、複数の仮置場から除

去土壌をストックヤードに運搬し、それを埋め立てて、その上でいろいろな試験栽培がで

きないかといったことを、今年度、やることとしているところでございます。 

 14ページ、廃棄物でございますけれども、15ページを御覧ください。国直轄によりまし

て、県内における廃棄物等の処理の進捗状況でございますが、194万トンが既に完了してご

ざいまして、右のグラフがございますけれども、焼却処分しているもの、再生利用が済ん

でいるもの、仮置場の保管量が青いグラフでございますが、だんだんこれも減ってきてい

るという状況でございます。 

 16ページを御覧ください。こういった意味でいきますと、仮設焼却場において広域処理

を推進し、各市町村が連携しながら対応していただいているところでございます。 
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 17ページを御覧ください。管理型処分場を活用した特定廃棄物埋立処分場でございます

けれども、これは既存のフクシマエコテッククリーンセンターを活用しまして、これを国

有化し、特定廃棄物の最終処分場ということで実際に開始してございまして、順調に搬入

も進められているということでございます。この関係につきましては、これを紹介する施

設を今月24日に国道６号沿いにつくりまして、地域の方の理解も図っていこうと、また、

一般的な人々にも周知をしていこうということを考えてございます。 

 最後に19ページ、福島再生・未来志向プロジェクトでございますが、これは先週、中川

大臣と内堀知事のお話を踏まえまして、金曜日に公表してございます。福島を、環境再生

をやるのは当たり前でございますけれども、さらに未来に向けて、環境省の持っている施

策も重点的、総合的に対応していこうというのがございまして、４つの柱がございます。

産業創生への支援、脱炭素まちづくりへの支援、ふくしまグリーン復興への支援、地域活

性化への支援、こういったもののチームをつくりまして、総合的、面的に支援していこう

と考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○土井復興副大臣 続きまして、「平成31年度ふくしま復興・創生に向けて」につきまし

て、福島県内堀知事から御説明をお願いいたします。 

○内堀福島県知事 それでは、皆さんのお手元の資料５－２を御覧ください。 

 まず、おめくりいただきますと、目次が出てまいります。この目次にある項目について

は、福島の復興・再生を進める上で、どれも極めて重要な項目であります。 

 １枚お開きください。右上に１と書いてございます。避難地域12市町村の生活環境整備

についてであります。この資料の赤字の部分を追っていただきながら、お話を聞いていた

だければと思います。 

 市町村により復興の進捗は異なり、日々新たな問題に直面をしています。避難地域が抱

える課題へのきめ細かな対応が重要です。地域公共交通網の構築、鳥獣被害対策の強化、

ふたば未来学園高校併設中学校の教育活動及び寮などの環境整備、加配教職員数の継続な

どについて、福島再生加速化交付金を始め、地域の復興のステージに応じた必要な予算の

確保をお願いするものでございます。また、避難地域の復興をさらに加速させるための税

制優遇措置の延長等をお願いいたします。 

 ページをお開きください。２ページは、特定復興再生拠点区域の復興・再生についてで

あります。整備計画を実行し、５年以内の避難指示解除が確実に実現できるよう、責任を

持って取り組んでいただきたいと思います。除染、廃棄物や建設副産物の処理は、責任を

持って確実な対応をお願いいたします。そして、帰還困難区域は将来的に全ての区域にお

いて避難指示が解除できるよう、長期にわたる支援をお願いいたします。 

 ３ページをお開きください。避難者等の生活再建についてであります。避難地域で再開・

開設した医療機関による地域医療の充実や、地域で必要とされる医療の確保をお願いいた

します。医療、福祉・介護について、従事者や提供体制の確保への支援をお願いするもの
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であります。また、応急仮設住宅の供与期間の延長、被災者の心のケアなど制度面、予算

面を含めた支援の継続・拡充をお願いいたします。 

 ４ページをお開きください。風評払拭・風化防止対策の強化についてであります。スラ

イド左下の写真にありますが、ふくしま復興フェアにおいて、霞が関を挙げた取り組みを

継続していただいていることに感謝を申し上げます。風評・風化対策の更なる推進に必要

な予算の確保、輸入規制撤廃等に向けた諸外国への働き掛けをお願いいたします。また、

2020東京オリンピック・パラリンピックに向けた新たな福島版の食品衛生管理モデルの構

築、認証GAPの流通業者及び消費者等への理解促進、さらに、教育旅行の誘致を始めとする

観光復興対策への必要な予算の確保をお願いいたします。先月再始動したＪヴィレッジに

ついては、スポーツ等各種イベント、会議での積極的な活用とともに、様々な機会を捉え、

国を挙げた協力をお願いいたします。 

 ５ページをお開きください。福島イノベーション・コースト構想についてであります。

廃炉関連産業の集積に向けた支援のほか、先端技術を活用した農林水産業再生への取組の

支援、地域復興実用化開発等促進事業における新規募集分の継続及び必要な予算の確保を

お願いいたします。また、企業立地補助金の継続を始め、実用化開発や企業誘致を大胆に

加速するための支援をお願いいたします。構想を牽引するトップリーダーや専門的な人材

等を育成する教育プログラム推進、大学等の「復興知」を活用した福島イノベーション・

コースト構想促進事業の拡充などに必要な予算の確保をお願いいたします。 

 次に、６ページをお開きください。交流人口の拡大や生活環境の整備促進等についてで

あります。地域住民等相互間交流の促進、地域の新たな魅力創造等による来訪者の増加や

交流等の取組への支援をお願いいたします。福島ロボットテストフィールドやアーカイブ

拠点施設の整備及び運営に必要な予算確保や利用促進への支援をお願いいたします。さら

に、福島イノベーション・コースト構想推進機構の体制強化への支援や活動に必要な予算

の確保をお願いするものでございます。 

 ７ページをお開きください。新産業の創出及び産業再生についてです。再生可能エネル

ギーの導入拡大、水素社会実現モデル構築に必要な予算の確保、ふくしま産業復興企業立

地補助金、自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金、津波・原子力被災地域雇用創出企業

立地補助金の継続をお願いいたします。 

 ８ページをお願いいたします。インフラ等の環境整備についてであります。常磐道の全

線４車線化、JR常磐線全線復旧及び特急の直通運転等による速達化など基盤強化への支援

などについて、国の支援をお願いいたします。除去土壌等の適正管理、早期搬出、フォロ

ーアップ除染などの着実な実施及び必要な予算の確保、除染後農地の不具合の解消と仮置

場等の原状回復を確実に実施するようお願いいたします。中間貯蔵施設及び特定廃棄物埋

立処分施設については、地権者や地元への丁寧な説明を行うとともに、施設整備や今後さ

らに増加が見込まれる輸送の安全な実施について、総力を挙げて取り組んでいただきたい。

さらに、中間貯蔵施設搬入開始後30年以内の県外最終処分が確実に実施されるよう、責任
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を持って取り組んでいただきたいと思います。 

 最後に９ページをお開きください。復興・創生期間後の財源・体制の確保についてであ

ります。震災から７年が経過をしても難しい課題、現在進行形の厳しい状況があり、福島

の復興は長い戦いとなります。復興・創生期間後も一つ一つの課題に危機意識を持ち、様々

な施策にチャレンジを続けていくことが重要です。国においては、県・市町村とともに復

興のビジョン・構想を描き、復興の道筋を示せるよう、必要な検討を進め、十分な財源及

び体制の確保をお願いいたします。 

 以上であります。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 それでは、御出席の皆様に御議論をいただきたいと存じます。 

 誠に勝手ながら、まずはこちらから順番に御指名をさせていただきますので、よろしく

お願いいたします。 

 なお、発言につきましては、大変恐縮でございますが、時間の関係もございますので、

各代表３分ぐらいでお願いを申し上げます。 

 それでは、まず、福島県農業協同組合中央会の大橋会長、よろしくお願いいたします。 

○大橋福島県農業協同組合中央会長 JAグループ福島の大橋でございます。 

 大変お世話になっておりますこと、心から改めて御礼を申し上げる次第であります。あ

りがとうございます。 

 今の内堀知事の説明と重複すると思っているところでありますが、私からは、復興・創

生期間後の財源・体制の確保の中で、農業におけるこの中での要請ということで２点ほど

挙げさせていただきたいと思います。 

 被災地においては、避難指示解除に伴い、市町村の復興ビジョンに基づく営農再開対策

が進みつつありますが、取組の成果があらわれるまでには中長期にわたる期間を要し、こ

の間は国の継続的支援が絶対に不可欠であると思っております。よって、復興・創生期間

終了後における復興庁を中心とする支援体制の継続と、福島再生加速化交付金等の各種支

援事業の延長に関する方針を早急に示していただきたいと思っております。 

 ２点目であります。被災地の営農再開に当たっては、原発事故の影響で使用ができなく

なったJAの農業関連施設の解体と再取得対策が必要でありますが、カントリーエレベータ

ー等解体に多額の費用を要する施設も多く、対策が必要な施設全体の概算見積もりでは数

十億円を要すると聞いておりますが、民間組織であるJAがこれだけの費用負担をすること

は経営的に困難であり、これらJAの施設についても関係自治体が行う拠点整備事業にあわ

せて、環境省が実施する解体作業と一体的な対応をお願い申し上げたいと思います。 

 また、関連施設の再取得には、町村を越えた広域利用など被災地の実情に応じた支援対

策の柔軟な対策を望んでまいりたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上であります。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 
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 続きまして、福島県商工会議所連合会の渡邊会長、よろしくお願いいたします。 

○渡邉福島県商工会議所連合会長 福島県商工会議所連合会の渡邊でございます。 

 私からは３点のお話をさせていただきます。 

 最初に、国におかれましては、福島県の復興に向けまして御尽力いただいていることに

厚く御礼を申し上げます。また、2020年の東京オリパラの聖火リレーにつきまして、先ほ

どもお話がありましたように、福島県をスタート地点にお選びいただきましたことに、私

どもも非常に喜んでおります。本当にお礼を申し上げます。被災地として、これについて

は復興に向けて歩む姿を国内外に発信していきたいなと思っています。 

 それでは、３つなのですが、１つは福島イノベーション・コースト構想の推進でござい

ます。福島イノベーション・コースト構想につきましては、構想の推進を盛り込んだ重点

推進計画を認定いただくとともに、南相馬市での福島ロボットテストフィールドを始め、

様々な拠点施設の整備を進めていただいておりますが、今後も復興の象徴となる国家プロ

ジェクトとして予算措置を含めた積極的な推進をお願いしたいと思います。 

 併せまして、県内企業が再生あるいは雇用創出につながりますように、先ほど世耕大臣

からもお話がありましたけれども、県内企業の給食あるいはユニフォームとか、誰でも参

加できるといいますか、そういうものに対する支援に積極的にお取り組みいただきますよ

う、お願いしたいと思います。 

 ２つ目、海外に対する風評被害対策の取組についてでございます。現在、間もなく７年

５か月経過しますけれども、福島県の食品は多くの国と地域でいまだ輸入規制が続いてお

ります。規制緩和の動きはありますものの、本年度に入り緩和が実施された香港あるいは

UAEにおいては、いずれも福島県を除外する形となっておりまして、被害の根強さを痛感し

ております。一方で、国を挙げた取組の結果、日中両政府が規制の撤廃・緩和に向けた協

議体の設立を決めるなど、緩和が加速化する動きも見られるため、中国を始めとする輸入

規制を続ける国と地域に対して、引き続き、規制緩和の実施について働きかけをいただき

たいとお願い申し上げます。 

 また、2020年東京オリンピック・パラリンピックでは、福島市で野球、ソフトボールの

開幕戦が開催される予定になっております。我々も復興を世界に発信できる絶好の機会と

して捉えておりますし、海外より多くの観光客に福島県を訪れていただけるものと大変期

待しております。 

 さらに、今回のオリンピックでは、東日本大震災からの復興五輪が掲げられております。

そこで、国におかれましては、ぜひ、オリンピックを通じて東北全体の復興を世界に発信

するため、開会式などで福島市の「わらじまつり」を始めとする東北６県の「東北絆まつ

り」が何らかの形で参加できるよう、特段の御配慮と御協力をお願いしたいと思います。 

 最後に、復興・創生期間終了後の支援継続でございます。被災地の自立を促す復興・創

生期間も３年目となり、2020年度末には被災地の復興を目的に設置された復興庁が廃止と

なります。しかしながら、帰還困難区域においては、５月の葛尾村野行地区の復興再生計
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画認定によりまして、特定復興再生拠点区域の整備が予定される６町村全ての復興再生計

画が認定されますなど、ようやく復興に向けたスタート地点に立つところでございます。

また、福島イノベーション・コースト構想についても、産業集積に向け、まだまだ長期的

な支援をいただく必要がございます。 

 つきましては、既に御検討しているということは聞き及んでおりますけれども、改めま

して、2020年度末に設置期限を迎える復興庁の後継組織の設置並びに復興・創生期間終了

後の財政支援の継続について、強く御検討いただきますよう、何とぞお願い申し上げます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 続きまして、相馬地方市町村会の菅野代表、よろしくお願いいたします。 

○菅野相馬地方市町村会代表（福島県飯舘村長） 飯舘村長の菅野です。 

 ８年目に入りました。国、県からの大きな支援、さらに、自分でできることは自分でと

いうことで、思っていた以上に復興したなと、こんなふうに思っています。ただ、まだま

だやはり課題はあるということで、３つ、４つ、お話ししたいと思います。 

 まず、県知事からもありましたように、除染後の農地の不具合、これがやはり農業をや

るためにはどうしても、７、８年使わなかったことがありますので、ぜひこの辺はこれか

らも継続的に事業をよろしくお願いしたいというのが１点であります。 

 ２点目は、実は原子力災害の特異性は、若者と子供が帰らない。これがほかとは全く違

うということでありますので、ぜひ御理解をいただきながら、そうしますと、学校が空き

になるわけであります。ですから、この学校をどのように活用していくかというのがこれ

からの復興の大きなポイントになるなと。それぞれの自治体が創意工夫をしてやっていく。

ただ、そのときに創意工夫の中で、やはり事業がないとどうしようもないというところが、

少なくとも７、８年使わなかったわけでありますから、最低のライフラインなりなんなり

はきちんとしないと再利用ができないということですので、その辺をぜひよろしくお願い

したいと思います。 

 被災自治体への補助基準、以前に比べれば随分弾力的にやっていただいているなと思い

ますが、各自治体それぞれ違いますから、更なる弾力的な考え方をぜひ国のほうで持って

いただければというのが３つ目です。 

 最後に、全く小さな話なのですが、避難するときに日赤を通じて国、県からの義援金を

いただきました。ある程度、20万、30万。本当にこれは助かりました。今も少しずつ続い

ているのです。去年と今年で、わずかなのですが、いただいた。これを個人に渡せという

話なのです。ですから、村は去年、こんな少額のお金でというので、実は２年分なのです

が、今、このお知らせ版に２年分で4,872円配ります。これは全体とすると3,000万円なの

です。村が復興に使うのだったらすごいお金になるのですが、１人に4,000円、5,000円ぐ

らい払っても、ほとんど今、賠償金を持っている人は、ある意味では、とりに来いと言っ

たら来ない金額です。一応口座には入れますし、手間がかかります。この７、８年過ぎた
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今なら村でこのお金はもっと有効に使える方法があるのではないか。直接国の方で何がで

きるかわかりませんけれども、ぜひ考えていただきたい。全くこの3,000万円を、個人にわ

ずかの金をばらまくという話では、とても我々はやり切れないなと思っていますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 続きまして、双葉地方町村会の松本代表、お願いをいたしますが、松本代表には、福島

県原子力発電所所在町協議会も代表いたしまして、お願いをいたします。よろしくお願い

いたします。 

○松本福島県原子力発電所所在町協議会代表・双葉地方町村会代表（福島県楢葉町長） 御

紹介をいただきました、双葉地方町村会、そしてまた、福島県原子力発電所所在町協議会

代表を仰せつかっております、楢葉町長の松本でございます。 

 まず、吉野復興大臣、世耕経済産業大臣、中川環境大臣を初め、国、県の関係者の皆様

におかれましては、被災地の復旧・復興のために常々御尽力をいただき、対応していただ

いておりますことに心から感謝を申し上げたいと思います。 

 始めに、双葉地方町村会代表として４点ほど申し上げたいと思いますが、重複すること

がございますので、どうぞよろしくお願いしたいと思います。 

 まず、復興予算の確保及び双葉地方の復旧・復興に向けた施策の推進についてでござい

ます。双葉地方は町村ごとに復興の段階が異なり、段階ごとに抱える課題はさまざまであ

ることから、震災前のようなふるさとの姿を取り戻し、復興を成し遂げるには相当な時間

がかかるものと考えてございます。多くの課題を解消し、福島12市町村の将来像に書かれ

た双葉地方の姿が確実に実現されるよう、中長期的な財源の確保と併せて、吉野先生もお

っしゃっておりますが、復興庁の存続、それと復興推進体制の継続をお願いしたいと思い

ます。 

 次に、被災者に寄り添った対応についてであります。原子力発電所事故に起因する風評

被害は依然として続いてございます。一方で、震災及び事故の風化の声も多く聞かれてご

ざいます。事故は収束しておらず、復興は道半ばであることから、事故発生当時の状況を

思い起こしていただいて、改めて原点に立ち返り、被災者に寄り添った対応をお願いした

いと思います。 

 ３点目でございますが、福島イノベーション・コースト構想の次を見据えたロードマッ

プについてでございます。福島イノベーション・コースト構想の実現に当たっては、双葉

郡の既存の産業の復旧・再生や既存産業の連携による成長産業の集積と、新産業創出等に

よる雇用の場の創出、各事業を担う人材の育成制度の検討及び創設などが必要でございま

して、これらが有機的に結合することによりまして、本構想が意味を持つものと考えてご

ざいます。 

 さらに、それぞれの事業を掘り下げることによりまして、事業に深みを持たせ、あるい
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は事業の連携を図ることによりまして、事業の広がりを持たせるなど復興・再生の更なる

進展を図っていくことを目的として、2020年ではなくて、その先の2030年という新たなス

テージを見据えた復興のロードマップづくりを進めていただきますよう、お願いをしたい

と思います。 

 最後になりますが、帰還困難区域の取扱いについてであります。特定復興再生拠点区域

復興再生計画に記載された取組の実現に向けて、これまで以上に支援の充実をお願いした

いと思います。さらに、復興の進み具合に応じて逐次、特定復興再生拠点区域の拡大を図

るよう、お願いをしたいと思います。同計画等の対象となっている区域以外の帰還困難区

域につきましても、段階的に全域除染を実施し、帰還促進を図っていただきますよう、お

願いをいたします。 

 続きまして、福島県原子力発電所所在町協議会代表として２点ほど申し上げたいと思い

ます。 

 まず、福島第二原発の廃炉の表明についてでありますが、６月に東京電力の小早川社長

が福島第二原発の全基廃炉を表明されました。我々協議会といたしましては、これまで機

会あるたびに存廃を要請していたため、この状況は一歩踏み込んだ決断と受け止めてござ

います。一方では、遅過ぎる決断であるとも感じ取っているところであります。これから

は、廃炉の本格決定をしていただくとともに、廃炉までの具体的な工程を示していただく

よう、国の積極的な指導の下で進めることをお願い申し上げます。 

 また、第二の廃炉につきましては、一般的な計画廃炉とは異なるということを十分認識

していただきまして、必要な措置をとっていただきますよう、改めて申し上げたいと存じ

ます。 

 ２点目でありますが、福島第一原発の情報発信についてであります。昨日、楢葉で廃炉

国際フォーラムを実施していただきましたけれども、すごくよかったなと。一般住民の方

も相当参加していただきました。しっかりとまた続けていただきたいなと思います。 

 使用済み燃料及び燃料デブリの取り出しに向けた取り組みが大きく進むことを認識して

ございます。これからは更に未知の作業となりますが、我々原発立地町といたしましては、

今後数十年と続く未知の廃炉作業が常に隣り合わせであります。そのような状況下でも被

災地は前に向かって進み、変化を遂げてまいりました。住民のふるさと帰還が進むよう、

改めて、国及び東京電力には、住民目線のわかりやすい情報発信に、より一層の御尽力を

いただきますようお願いをいたします。どうぞよろしくお願いいたします。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 続きまして、福島町村会の遠藤代表、よろしくお願いをいたします。 

○遠藤福島県町村会代表（福島県鏡石町長） 町村会長を務めます鏡石町長の遠藤です。

重複するものもございますけれども、私からは５点申し上げさせていただきます。 

 まず１点目は、復興基本方針の見直し等についてであります。復興基本方針の見直しに

当たりましては、被災地の実情をしっかりと捉えていただきまして、必要な見直しをお願
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いするとともに、本県の復興・再生には中長期的な国の支援が必要でありますので、復興

基本方針の見直しと併せまして、復興期間終了後の本県復興の道筋についても検討いただ

き、財源のあり方や支援体制について明確にしていただくよう、お願いいたします。特に、

現在検討が進められております復興庁の後継組織につきましては、本県の復興には不可欠

でありますので、確実に設置いただくようお願いを申し上げます。 

 ２点目が、風評払拭・風化防止についてであります。現在、「風評払拭・リスクコミュ

ニケーション強化戦略」に基づきまして、政府一体となって風評払拭等に御尽力いただい

ておりますことに感謝を申し上げます。今後も引き続き、国だからこそできる事業を強力

に展開いただくようお願いを申し上げます。また、我々町村も、これまで取り組んできま

した県産品の販路回復・拡大、そして、教育旅行やインバウンド等、観光誘客に向けまし

たトップセールスなどを通じた風評払拭に取り組んでいきますので、それらの取組に対す

る支援等についてもよろしくお願いを申し上げます。 

 ３点目でありますけれども、帰還困難区域の避難指示解除についてであります。帰還困

難区域については特定復興再生拠点を整備し、避難指示解除を目指されておりますけれど

も、特定復興再生拠点以外の区域についても避難指示の解除が強く求められております。

国には、当該町村による中長期的な構想をしっかりと受け止めていただくとともに、町村

の取組を最大限に支援いただきまして、将来的に、帰還困難区域の全てで避難指示解除を

いただくようお願いいたします。 

 ４点目でありますけれども、被災町村における職員確保に向けた支援についてでありま

す。復興事業の増大に対してマンパワーが不足しており、被災町村でも、職員採用に積極

的に取り組んでおりますけれども、特に土木、建築、保健師等の専門職の確保に苦労して

おります。先般の平成30年７月豪雨など、毎年のように各地で災害が頻発しております。

国や他の自治体からの専門職員の派遣が、年々厳しくなっておりますので、本県被災町村

に対する職員派遣への働きかけ、さらに、被災町村が職員を採用する際の支援について、

特段の御配慮をお願い申し上げます。 

 最後に５点目でありますけれども、東京電力福島第二原子力発電所の廃炉についてであ

ります。県内全原発全基廃炉の実現は県民の強い願いであります。ついては、福島第二原

発の廃炉の検討を表明された東電に対して早急に決断し、そして、廃炉に向けた工程表を

示すなど、実行に移すよう強く指導いただきますようお願いを申し上げます。 

 以上であります。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 引き続き、いわき市清水市長から御発言を予定いたしておりましたが、本日台風接近に

伴い急遽出席ができなくなりましたので、代理として渡辺副市長に御出席をいただきまし

た。渡辺副市長、よろしくお願いいたします。 

○渡辺福島県いわき市副市長 いわき市副市長の渡辺と申します。どうぞよろしくお願い

いたします。 
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 本市におきましては、本年６月末に津波被災区域の土地区画整理事業全区画の宅地引き

渡しが完了し、また、復興のシンボルとしまして、小名浜地区のアクアマリンパークにイ

オンモールいわき小名浜がオープンし、にぎわいが創出されるなど、復興の総仕上げに向

けた取り組みが着実に進展しつつあると感じております。これもひとえに国、県の皆様の

これまでの御支援のたまものであり、改めて感謝を申し上げます。ありがとうございます。 

 いわき市といたしましては、双葉郡など原子力災害を受けました浜通り地域の真の復興

に向けまして、そして、それをいわき市がしっかりと下支えしていくためにも、いわき市

自身が活力を取り戻すことが重要であると考えて、これまで取り組んでまいりました。今

後も引き続き、全力で取り組んでまいりたいと思います。 

 そうした中で、国におかれましては、１点目でございますが、復興・創生期間後の財政

等の支援の継続をお願いしたいと考えております。２点目でございますが、根強い風評の

払拭、そして、３点目でございますが、福島イノベーション・コースト構想等の成果が生

まれ、そして、その成果が地域の企業も含め、しっかりと地域に根づくような取組をお願

いしたいと考えております。 

 その中で改めて、３点目の福島イノベーション・コースト構想に関連してお話をさせて

いただきます。今なお２万人を超える双葉郡の皆様が、いわき市での避難生活を余儀なく

されておりまして、避難されている方々をしっかりと支えていくためにも、生活環境の整

備、地域コミュニティとの共生、さらに、産業の創出が重要であると考えております。現

在、国におかれましては、福島イノベーション・コースト構想を軸としながら、新たな産

業集積を図られることとされており、研究開発や企業立地に対する補助などが行われてお

りますが、引き続き、浜通りの持続的・自立的な産業発展を実現するための環境整備に取

り組んでいただきたいと考えております。その際、今後の具体的な支援や取組などの制度

設計に当たりましては、浜通りの復興に向けて、本市の果たすべき役割が極めて重要であ

ると考えておりますので、浜通り全体として捉えていただきますよう重ねてお願いをいた

します。 

 本市といたしましては、浜通りの復興に向けた本市の役割を十分に踏まえまして、復興

を牽引する気概を持って、今後とも国、県、そして双葉郡の皆様と連携を図りながら、し

っかりと取り組んでまいりたいと考えております。 

 私からは以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 続きまして、会津総合開発協議会の室井代表、よろしくお願いいたします。 

○室井会津総合開発協議会代表（福島県会津若松市長） 会津17市町村の首長と議長で構

成しております会津総合開発協議会の会長を務めます、会津若松市長の室井照平でござい

ます。 

 日ごろより様々な御支援をいただいております。御礼を申し上げます。また、地域未来

牽引企業サミット、会津での開催、本当にありがとうございます。会津への光を当ててい
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ただいたということで、地元で大変喜んでおるところでございます。本日は風評被害対策、

観光振興、有害鳥獣対策の３点につきまして御説明し、要望させていただきます。重複す

る部分はあるわけでありますが、会津地域の復興の特性ということで、ぜひ御理解いただ

きたいと思います。 

 風評被害対策でございますけれども、会津地方においても風評の影響は、まだ根強いわ

けでございまして、最近行いました東京都内のホテル、築地市場でのトップセールス、ま

た、大阪の花卉市場等でも開催をしておりますけれども、地域一丸となって、風評払拭と

地元農畜産物のPRによる販路拡大を図っているところでございます。現在でも懸命に活動

をさせていただいております。しかし、風評被害対策、これについては、原資に限りがあ

るということもありますので、継続した財政支援制度の確立をお願い申し上げます。 

 ２点目、観光業等への支援についてでございます。原子力発電所事故後、やはり落ち込

んだわけでございますけれども、その後回復傾向にあるものの、ツアーバス等、そして団

体での旅行者数は、事故前に比べて少ない、厳しい状況にあることは変わっておりません。

特に、教育旅行は、事故後行き先を変更した学校が多くあるわけでありまして、その後、

会津へ変更する動きが残念ながら鈍いところでございます。宿泊を伴う教育旅行者数の減

少は、現在においても、また教育旅行として会津を訪れることで、ゆくゆくは子供が大き

くなったときに思い出の地の一つとなるわけでありますから、非常に残念な状況が続いて

おりまして、将来に向けても大きな痛手だと感じております。つきましては、福島の安全

性の広報と教育旅行を含む誘客施策に、国が積極的に支援をしていただき、インバウンド

などによる国による観光プロジェクト事業の展開についても、併せて要望させていただき

ます。 

 最後に、有害鳥獣対策への支援でございます。会津地方においても、有害鳥獣被害は深

刻になっておりまして、市町村、それぞれ対策を講じております。しかし、狩猟者の高齢

化、人手不足などから、対応が追いついていないところもございますし、有害鳥獣捕獲の

みならず、捕獲後の処分においても、とれればとれるほど労力がかかるということでござ

います。つきましては、電気柵の設置などに対する財政支援など、有害鳥獣被害対策、様々

ありますが、支援の拡充、更なる強化を要望申し上げます。 

 最後になりますが、会津地方を含む福島県全体の継続した取組をお願いし、会津総合開

発協議会からの要望とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 続きまして、福島県市長会の立谷代表、よろしくお願いいたします。 

○立谷福島県市長会代表（福島県相馬市長） 実は、３日前に岡山県の総社市に行ってき

ました。福島県の仮設住宅のもう使わなくなったものを、知事の御配慮で総社市に差し上

げるということになりまして、総社市は大変喜んでおりました。第１陣が昨日着いたので

すかね。ただ、第２陣、第３陣、第４陣の分を解体する大工さんが、福島県内でなかなか

足りなくて、その後がちょっと遅れるということなのですね。今日のお話の中で、人手不
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足の話がございました。ですから、外国人労働者の受け入れも含めて、これは世耕先生に

よく御検討していただきたいのですが、特に介護の分野の人手不足が大変で、中でも南相

馬市が大変です。 

 もう一つは、医師不足ですね。全国的な問題として東京一極集中が進んでいる中で、専

門医制度が今年から始まり、さらに東京ひとり勝ちになってしまったと思っております。

これは、地域医療をどう守っていくかという大変な問題なのですが、その地域医療の問題

を一番典型的に受けているのが、我々相双地方ということです。ひとつこちらの支援をお

願いしたいと思います。 

 それから、モニタリングポストについて話題になりました。私はモニタリングポストの

撤去問題等々について、なかなか県民の理解が得られない最大の問題は、このモニタリン

グポストが、何のためにあるのかわからない、というところにあると思うのです。モニタ

リングポストというのは、屋内退避とか避難の目安であるはずなのですが、その避難の目

安となる数字が、示されていないのです。だから、上がったと言ってはびっくりして、下

がったと言っては安心して。ですから、私はこの避難の目安をしっかり設定すべきだ、決

めるべきだということをずっと言ってきたのですが、そこまで至っていない。 

 そしてもう一つの問題は、大抵の県民がベクレルとシーベルトの違いをよく理解してい

ないことです。これは、いろいろ今日も冊子が出ていますけれども、何回も言いますが、

これは高校入試に１問出せばいいのです。そうすると、県民だけでなく全国的に理解が進

むと思うのです。そうやってわからない、理解ができないというところに、風評被害の最

大の問題があると思うのです。我々相馬市として直売センターをつくってイベントをやっ

て、外国人を迎えるということも含めてやっていこうと思ったのですが、これは世耕先生

に前にお願いしてきました。しかしながら、風評によって取れ高があまりない漁師や漁協

の力がなくなってきているのです。そうすると、漁業組合がとれ高がありませんから、力

がなくなってきているのです。そうすると、これは市が背負ってやらなければいけないか

なとまで今は思っています。ですが、こういうことも含めて、しっかりと風評対策をやっ

ていかないと、教育も含めて、あるいはアピールも、地元が地産地消をやっていかないと

私は話にならないと思っていますので、そちらの方の御支援をよろしくお願いしたいと思

います。 

 ロボット、福島イノベーション・コースト構想の話がありましたけれども、実は、南相

馬市小高区の皆さんがスマートインターの設置を強く要望していらっしゃいます。ぜひ、

小高のインターチェンジのスマートインターの実現方について、よろしくお願い申し上げ

たいと思います。 

 もう一つ、これは復興庁の話で、いろいろ復興庁の方々と話しておりますが、未整理の

土地がまだ残っているのです。未整理の土地について、明確な使用目的がないとそこの整

理をしてくれないのです。今でも瓦礫のまま、被災したまま残っているのです。その未整

理のところの明確な使用目的というのが、被災地であるが故になかなか決定できない、と
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いうのが現実問題なのです。ですから、ここのところの考え方を、ちょっと緩めていただ

きたい。これは、福島県だけではなくて岩手県、宮城県でも共通した問題です。特に福島

県の双葉地方では更に深刻な問題ということでございます。よろしく御検討のほどお願い

します。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 それでは、最後に福島県議会の吉田議長、よろしくお願いいたします。 

○吉田福島県議会議長 議長の吉田栄光であります。 

 本日は、大臣の方々には、この天気の悪い中おいでいただきまして、私からも感謝を申

し上げたいと思います。 

 先ほど知事を始め、皆さんから要望がありました。いずれも当県の復興の再生に欠かせ

ない要望でありまして、また、この復興再生協議会に参加をされていない市町村の首長、

議会、そして、県民の方々においても、７年５か月を迎えますけれども、多岐にわたって

未だに様々な大きな課題があります。ひとつ、真摯に受け止めていただいて、復興を前に

進めていただきたい、という冒頭のお願いであります。 

 ２つお話しさせてください。まず一つは、今はまだ話が出ておりませんし、私は双葉郡

の選出の議員でありますから、ある意味、12団体被災地域のそれぞれの課題を見ている中

で、今心配なのは、行政経営についてです。人口減少、高齢化が進む一方で、帰還される

方はなかなか今はおられない。復興をしっかり前に進めていくのは当然我々県の責任かと

思いますが、将来にわたってそれぞれ市町村の住民をしっかり支えていくのは、市町村役

場であるはずです。先ほどから、中長期的に予算確保や今後創生期以降の財源確保等の要

請がありますが、該当する末端の市町村では、原子力発電所事故に起因して財政のバラン

スを崩しており、今までに経験のないような状況の中で復興を進めておられますが、ふと、

市町村の財政を見ると、今まで以上に厳しい状況が想定されています。その行政経営につ

いても、避難地域の復興が復興・創生期間の残りの２年間のみならず中長期的にかかるの

であれば、どこかの場面で国、県、当該するそれぞれの市町村団体の方々としっかり共有

した形で議論をいただく時期が、いずれ来るのではないかと思っておりますので、どうか

この点、加えて私からお話をさせていただきます。 

 もう一点であります。県民も避難されている方々も長期になっておりますから、非常に

疲れてきて、ある意味、厳しいことを言えば、復興の遅れということを指摘される県民も

多くおります。今日の再生協議会というのは、この福島の復興の大きな一番大事な会議と

私は位置づけておりますが、どうかこの会議が、多くの県民がその内容を共有し、御理解

をいただけるような情報発信が可能となるよう、改めて今日の会議を契機にその在り方を

考えていただきたい。本日は、環境省、復興庁、経産省、農林水産省等多くの方々がおい

ででありますが、皆さまもこれまで御苦労されてきているわけですから、この会議を県民

に改めて発信していく方法を再考いただければと思います。 

 結びになりますけれども、改めて、今日、知事を始め関係団体から要請いただきました
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多くの課題の解決をお願い申し上げて、御礼に代えさせていただきます。よろしくお願い

します。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。今日御出席の各代表の皆様から御発言をい

ただきました。 

 それでは、国側から御回答を申し上げたいと存じます。まずは吉野復興大臣、よろしく

お願いいたします。 

○吉野復興大臣 ただいま皆様方からたくさんの御意見、そして御要望をいただいたとこ

ろでございます。この御要望の実現に向けてしっかりと取り組んでいくことを、まず冒頭、

お約束させていただきたいと思います。まずは、８月の概算要求に向けて必要な予算の確

保に努めていく決意を最初に申し上げます。その上で私から、内堀知事からいただいた御

要望を中心に回答させていただきます。 

 まず、避難地域12市町村の生活環境整備についてでございます。福島12市町村将来像の

実現に向けて、地域公共交通の構築、住民の安心・安全の確保、鳥獣被害対策、ふたば未

来学園における教育活動に対する支援を始めとした、魅力ある教育環境の整備など、幅広

い分野について各プロジェクトの早期実現に努めてまいりたいと思っております。 

 また、福島の産業、生業の再生を更に加速させるために、事業再開や企業立地を促進す

るための税制措置について、県からも状況をよく伺った上で、適用期限の延長等を検討し

てまいります。 

 次に、特定復興再生拠点区域の復興・再生についてでございます。帰還困難区域につい

ては、「たとえ長い年月を要するとしても、将来的に帰還困難区域の全ての避難指示を解

除し、復興・再生に責任を持って取り組む」との決意の下、まずは、認定された計画に基

づき、特定復興再生拠点の整備を着実に進めてまいります。その際、除染等の措置や除去

土壌等の処理については、国が責任を持って適正に行ってまいります。 

 また、インフラ整備事業に伴い発生する廃棄物については、国は個別的に各事業実施主

体と相談しながら、事業の実施に支障が生じないよう対応してまいります。 

 さらに、特定復興再生拠点の区域外については、先般の与党からの提言を受け止め、拠

点整備の進捗状況などを踏まえ、今後対応を検討してまいります。 

 次に、避難者等の生活再建についてでございます。避難指示が解除された地域に住民が

戻り、安心して暮らしていくため、必要な医療・介護サービスを確保することが重要でご

ざいます。引き続き、福島県、厚生労働省と連携して、医療・介護人材の確保や施設運営

の支援などに取り組んでまいります。また、避難生活が長期化する中、被災者への見守り

や心身のケア、コミュニティーの形成等に万全を期すため、引き続き被災者支援総合交付

金等によって県や市町村と連携して、被災者の生活再建のステージに応じて切れ目なく支

援してまいります。 

 次に、風評払拭・風化防止対策の強化についてでございます。先月、原子力災害による

風評被害を含む影響への対策タスクフォースを開催し、「風評払拭・リスクコミュニケー
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ション強化戦略」に沿った取組の、早期かつ着実な実施や、取組の更なる強化の検討など

を私から各府省庁に指示をしました。引き続き、諸外国に対する輸入規制解除に向けた働

きかけ、流通実態調査の実施等、調査結果を踏まえた福島県産農産品等の販売促進、認証

GAPの理解促進に向けた取組、観光誘客促進など、必要な予算の確保を含め、政府一丸とな

って風評対策に取り組んでまいります。福島県産食品の安全性確保の取組とその周知、い

わゆる「ふくしま食品衛生管理モデル」の導入についても、福島県や厚生労働省と連携し

て、対応してまいります。また、Ｊヴィレッジについても、地域の復興を牽引する交流拠

点として積極的に活用されるよう、政府を挙げて協力してまいります。 

 次に、福島イノベーション・コースト構想の推進についてでございます。本年４月に認

定をした重点推進計画に掲げられた、先端技術を活用した農林水産業の再生、実用化開発

や企業誘致、人材育成、福島ロボットテストフィールドの整備・運営などの取組について、

関係省庁と連携して支援し、構想を一層加速化させてまいります。また、引き続き、アー

カイブ拠点の施設の整備を支援し、その後の安定的な運営に向けて、経済産業省を始めと

する関係省庁と連携して、検討を進めてまいります。県を始めとする関係機関との連携を

一層深め、政府一丸となって構想の実現に全力で取り組んでまいります。 

 次に、新産業の創出や産業再生についてでございます。福島県に新たな産業や雇用を創

出するため、福島新エネ社会構想の実現や医療、ロボット、航空宇宙関連機器などの産業

の集積は重要な取組でございます。引き続き、関係省庁と連携し、企業立地補助金等を始

めとする様々な支援を通じて、産業再生や新産業の創出を力強く後押しをしてまいります。 

 次に、復興を支えるインフラ等の環境整備についてでございます。まず、浜通り復興に

不可欠なインフラ整備については、引き続き関係省庁、県及び関係市町村とも十分に連携

して対応してまいります。放射性物質対策については、原発事故に伴う放射線モニタリン

グや除染により生じた除去土壌等の管理、里山再生モデル事業など、引き続き必要な取組

を着実に進めてまいります。また、除染後、農地の不具合と仮置場等の原状回復について

も、個々の状況を踏まえ、関係省庁が連携して必要な措置を講じてまいります。中間貯蔵

施設事業及び特定廃棄物埋立処分施設を活用した埋立処分事業については、帰還環境整備

や地域振興策の実施などの観点から、各省庁が連携し、地元の皆様の御理解を得ながら、

安全の確保に万全を期して、着実に取組を進めてまいります。 

 最後に復興・創生期間後の体制、財源の確保について、知事を始め、多くの皆様から御

意見をいただきました。福島の復興・再生には中長期的対応が必要であり、復興・創生期

間後も国が前面に立って取り組んでいく必要がございます。復興・創生期間後の具体的な

復興の進め方については、先般の与党からの提言も踏まえ、今後県や被災市町村の御協力

もいただき、復興施策の進捗状況や期間後に対応が必要な課題を整理した上で、検討をし

てまいります。福島の復興・再生に道筋をつけられるよう、福島県の皆様とともに全力で

取り組んでまいります。 

 以上です。 
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○土井復興副大臣 続きまして、世耕経済産業大臣、よろしくお願いいたします。 

○世耕経済産業大臣 ありがとうございます。 

 今、御指摘いただいた項目について、幾つかお答えをさせていただきたいと思います。 

 まず、帰還困難区域の復興につきましては、これは既定の方針どおり、どんなに長い年

月を要するとしても、将来的にその全てについて避難指示を解除して、復興・再生に責任

を持って取り組むという決意であります。今年５月に特定復興再生拠点計画の策定を進め

ていた全ての町村について計画が認定をされました。今後、関係省庁とも連携の上、復興

拠点の整備にまず着実に取り組んでまいりたいと思いますし、さらに、この再生拠点の区

域外については、与党の第７次提言も受け止めて、拠点の整備の進捗状況などをよく見な

がら、今後対応を検討してまいりたいと思っております。 

 また、福島第一原発の廃炉・汚染水対策でありますが、これは30年から40年かかる世界

に前例のない困難な取組でありますが、引き続き、国も前面に立ってしっかりと取り組ん

でまいります。また、住民の皆さんの帰還が進む中で、廃炉についての不安ですとか疑問

が当然出てくるわけであります。こういった点については丁寧に答えていくことが重要だ

と思っておりまして、引き続き、わかりやすい情報発信に努め、また、住民の皆さんとの

直接対話など、双方向のコミュニケーションも充実をさせていきたいと思います。 

 また、風評の払拭・風化の防止については、福島県関係省庁としっかり連携をしてまい

ります。特に福島の復興の現状ですとか廃炉・汚染水対策の進捗に関しては、経産省とし

ては、資源エネルギー庁のホームページに、科学的根拠に基づいた、しかし一方で、一般

の方でも、読んで非常にわかりやすい記事を多数載せるようにしております。動画も使っ

ております。こういったことは、大分アクセス数もふえてきておりますし、検索エンジン

で検索をすると、そういった情報が先頭に来るようにもなってきておりますので、こうい

った地道な取組をしっかり続けたいと思います。 

 学校のテストは、なかなか私の権限外で結果が出せていなくて申し訳ないですが、引き

続き、文科省にもしっかり申し上げてまいりたいと思います。 

 また、海外に関しては、これは、首脳会談、あるいは、私が相手の貿易大臣や担当大臣

と会談するたびに、強く訴えかけてきております。ようやくEUでの一部解除ですとか、あ

るいは日中での解除へ向けての協議の開始と、少し前進が見えてきておりますが、これも

粘り強く続けてまいりたいと思います。 

 また、国内の流通に関してであります。実態調査を去年行いましたが、実態としては、

まだ福島県産品は震災前の価格水準に戻っていない。しかし、消費者は、福島県産だから

といって回避しているわけではない。一方で、震災直後、一端他の産地に移してしまった

ものを、なかなか福島へ戻す理由が見当たらない、というのが現状の実態だと思っており

ます。これについては、小売・流通業者などに対して、福島県産品の適切な取扱いについ

て、指導や要請を徹底してまいりたいと思います。 

 また、東京電力自身も、特に首都圏に大きな拠点を持っている、従業員もたくさん雇っ
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ているわけでありますから、この風評払拭の主体的な取組を、今までもやってはおります

けれども、もっと首都圏の住民に目に見えるような形で取組を、これも指導してまいりた

いと思います。 

 また、この場でも何度も御要望いただいておりました、東京電力福島第二原発の廃炉に

つきましては、ようやく今年６月に、東京電力の小早川社長が経営トップの責任において、

地元の御要望や福島の現状を自ら受け止めて判断をして、方向性を示しました。遅過ぎた

という御批判は謙虚に受けとめながら、これは大きな前進として、評価をしたいと思いま

す。 

 東電は７月19日付で、この廃炉のための新たなチームを立ち上げました。今後、具体的

な廃炉の判断時期ですとか、スケジュールなどについての検討を進めていくことになって

おります。引き続き、福島復興への貢献という視点に立って関係者とよくコミュニケーシ

ョンを重ねながら、廃炉に向けた具体的な検討を進めていくよう、指導してまいりたいと

思います。 

 また、廃炉に伴います地域への様々な影響が出てまいります。これは、有り体に申し上

げますと交付金という問題もあるわけでございますが、この点については、自治体とよく

コミュニケーションをしながら、今後どういう対応をしていくべきか、検討をしてまいり

たいと思っております。 

 また、福島イノベーション・コースト構想については、福島ロボットテストフィールド、

水素製造工場などの拠点整備が、着実に進んでおります。引き続き、県・市町村、そして

福島イノベーション・コースト構想推進機構と連携をして、ロボット、廃炉、新エネなど

に関する先端分野の企業を誘致してまいりたいと思いますし、先ほど申し上げましたよう

に、先端企業だけではなくて、そういったところが発注するいろいろな仕事で地元企業の

生業、雇用の回復といったことにもつなげていきたいと思っております。 

 また、知事や松本会長からも、この福島イノベーション・コースト構想を、持続的・自

律的な福島の産業発展につなげていくよう、深掘りをしてほしい、というお話でありまし

た。これについては、中長期的で広域的な産業発展の青写真をしっかり描いていきたいと

思います。 

 例えば、最近、我々は、エネルギー基本計画というものを策定いたしました。そういう

中で、2030年には再エネを主力電源に、2050年、CO 2を80％削減しなければいけない期限

には、自立した主力電源に再エネを位置づけております。福島は、この再エネのメッカで

もあります。再エネを自立した主力電源とするためには、蓄電という技術が重要でありま

す。この蓄電については、将来的には、水素が最も有力な候補になってくるわけでありま

して、こういった国の長期的なエネルギー戦略と、福島のイノベーション・コーストのあ

り方をしっかり組み合わせていくことも非常に重要ではないかと思います。 

 また、人材不足、人手不足について、いろいろとお話をいただきました。今、国として

は、いよいよ外国人材の受入れについて、移民はやりませんけれども、大きく門戸を広げ
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るという基本方針を決定いたしました。今、政府内でどういった分野に広げていくべきか、

介護などはほぼ当確という感じになっているわけですが、製造業、小売業あるいは建設に

関係する産業とか、そういったところも、どういう形で広げていくかということについて

は、よくまた皆さん方の声も伺いながら、しっかりとやってまいりたいと思います。 

 今後も、福島の復興に全力で取り組んでまいりますので、御指導をよろしくお願いいた

します。 

○土井復興副大臣 続きまして、中川環境大臣、お願いいたします。 

○中川環境大臣 本日は、除染及び汚染廃棄物の処理の関係を中心として、様々な御意見

をいただきました。誠にありがとうございます。 

 まず、内堀知事が御指摘になりました、除染や仮置場としての使用により生じたと考え

られる農地の不具合につきましては、これまでも、その解消のために必要な措置を講じて

きたところでございます。引き続き、関係ガイドラインや個々のケースにおける状況等を

踏まえ、関係省庁の支援事業とも連携しつつ、必要な処置を講じてまいります。 

 中間貯蔵施設に係る用地交渉に当たりましては、地権者の皆様との信頼関係を築くこと

が、最も大切であると考えております。地権者の皆様の多大なる御協力によりまして、着

実に進捗しておりまして、民有地の７割を超える約950ヘクタールの用地を取得済みでござ

います。また、今般、町有地の一部についても契約に至りましたことに、心より感謝申し

上げます。 

 中間貯蔵施設整備も着々と進めておりまして、除去土壌等の輸送につきましても、本年

度は、昨年度の３倍以上となる、180万立米程度を輸送することといたしております。引き

続き、関係機関、関係市町村と十分に連携をとりつつ、地元の皆様の御理解と御協力の下、

安全かつ確実に事業に取り組んでまいります。 

 特定廃棄物埋立処分事業につきましては、昨年11月17日に既存の管理型処分場、旧フク

シマエコテッククリーンセンターでございますが、ここへの廃棄物の搬入を開始いたしま

した。本事業を進めるに当たりましては、地元の皆様方の御理解が何よりも重要でござい

まして、平成27年12月の福島県及び富岡町、楢葉町からの申入れを踏まえまして、平成28

年６月に国と県、２つの町との間で安全協定を締結させていただきました。２つの町の地

元行政区との間におきましても、本年３月に、楢葉町の繁岡行政区との安全協定を締結し

たことによりまして、全ての行政区との間で安全協定の締結が完了いたしております。今

後、安全協定に基づく地元行政区等の処分場内への立入調査の受入れや、本年８月24日開

館予定の本事業に関する情報を発信するための施設の運営などを通じまして、引き続き、

地元の皆様方への丁寧な対応を行ってまいります。 

 次に、大橋会長が御指摘になりましたJAの農業関連施設の解体につきましては、当該施

設について、個人、市町村または中小企業が所有するものであると認められ、かつ罹災証

明書で罹災の程度が半壊以上と判定されれば環境省で処理させていただきます。なお、大

企業に当たるものにつきましても、解体廃棄物の処理先とのマッチング等で御相談があれ



27 

 

ば、御協力させていただくことはできると考えております。 

 松本会長が御指摘になりました拠点外の家屋等の解体・除染につきましては、先般の与

党からの提言を受けとめ、特定復興再生拠点の制度の趣旨、拠点整備の進捗状況、関係省

庁の対応等を踏まえながら、環境省としても今後検討してまいります。 

 以上でございます。 

○土井復興副大臣 続きまして、武藤現地対策本部長、お願いをいたします。 

○武藤原子力災害現地対策本部長 原子力災害現地対策本部長としまして１年近くになり

ますけれども、皆様の御指導の下で福島の復興・再生に責任を持って取り組んできている

ところであります。帰還困難区域の復興につきましては、現地に赴きながら、今日も様々

な御提案をいただきましたけれども、道路整備、営農再開、あるいは鳥獣被害などの課題

を認識し、関係省庁と連携をしながら、特定復興再生拠点の整備に着実に取り組んでまい

りたいと思います。 

 また、避難指示が解除された地域につきましても、地元の要望を踏まえた取組を進めさ

せていただいています。例えば、先ほどの御提案の中にもありましたけれども、新たに進

出した企業からは、荷物が届かないというお困りの声を直接いただいております。運送事

業者側には、ドライバーが足りないですとか、荷物が少ないために赤字になるなど、様々

な課題もございますけれども、浜通りでは、今後さらに企業立地が進んでいくことから、

物流の改善は、喫緊の課題だと承知をしております。私自ら運送業者を訪問しながら、物

流改善に向けた協力もお願いしたところであります。このような現場の課題につきまして、

引き続き、地元に足を運びながら、皆様関係者ともども知恵を絞ってまいりたいと思って

おります。 

 生活再建支援につきましては、今日御欠席されましたけれども、浜田副大臣にも共同議

長のお務めをお願いしまして、７月10日に、「被災者の生活再建に向けた関係府省庁会議

対策強化策」をまとめたところであります。今後、支援が必要な全ての方々に対して、支

援機関が適切なサポートを行えるよう、福島県あるいは市町村の皆様ともよく連携をして

進めてまいりたいと思います。 

 先ほど来、官民合同チームの話もございました。5,100を超える事業者、1,300の農業者

を個別訪問しました。そして、1,000を超えるコンサルティングの支援を行うなど、事業の

生業の再開を後押ししてきたところであります。官民合同チームが、帰還・再開するか否

かを巡って意見が割れていた家族内の橋渡しという役目となって、ふるさとでの再開を後

押しした事例、あるいは、駅前に飲食店を誘致、まちおこしをすべく域外の飲食事業者の

新規創業を支援した事例など、折に触れて報告を受けておりますけれども、この官民合同

チームのノウハウや知見を、他の市町村でも活用できるように、しっかり共有・蓄積する

ことが何より大事だと承知をしております。 

 また、先ほど世耕大臣からもお話がございました、福島イノベーション・コーストにつ

きましては、産業集積、人材育成の加速化に向けて、着実に具体化を進めてまいります。
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冒頭、世耕大臣からも御発言がありましたけれども、福島ロボットテストフィールド、７

月に開所した通信塔を活用して、物流やインフラ点検などの様々なサービスを担うドロー

ンが、同時飛行する試験が可能となりました。今日は残念ながら雨の中で中止になりまし

たけれども、ドローン、ロボット産業の浜通りへの集積を、引き続き目指してまいります。

こうした取組の進捗を、先ほど大臣も申し上げたとおり、地元の方々にも実感していただ

くために、県・市町村の皆様と緊密に連携をしながら、世耕大臣のリーダーシップの下、

経済産業省の総力を挙げて取り組んでまいります。本日いただいた様々な御意見をしっか

りとまた受け止めさせていただきながら、福島に向けて全力で取り組んでまいります。 

 以上であります。 

○土井復興副大臣 続きまして、伊藤環境副大臣、お願いをいたします。 

○伊藤環境副大臣 本日は様々な御意見を賜りまして、ありがとうございます。 

 中川大臣からも発言がございましたとおり、環境省はこれまで、福島の復興に向けた様々

な事業に、全力で取り組んできたところでございます。引き続き、被災地の皆様方に寄り

添い、福島の復興・再生に向けて、中川大臣を先頭に全力を尽くしてまいる所存でござい

ます。 

 内堀知事から御指摘がございました、福島県の風評払拭に向けては、政府として、昨年

12月に取りまとめました「風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」に基づきまし

て、環境省は、リスクコミュニケーションに関する取組を、鋭意進めさせていただいてい

るところでございます。具体的には、自治体職員や児童、生徒、保護者、教師の皆様方等

を対象とした研修セミナー等の充実、実施、そしてまた、環境再生プラザ等における情報

の発信、東京の新宿御苑のような、国民公園等を活用した場で、福島の環境再生の実況の

発信などについて行ってきたところでございまして、これからも、しっかりとそうしたこ

とを充実させてまいりたいと考えております。風評払拭に向けて、引き続き、必要な予算

の確保にしっかりと取り組んでまいりたいと思っております。 

 それから、会津総合開発協議会の室井代表から御指摘がございましたが、環境省では、

指定管理鳥獣に指定されているニホンジカあるいはイノシシについて、都道府県が行う指

定管理鳥獣捕獲等事業の実施、効果的な捕獲モデルの技術開発の実証等にかかわる経費を

支援する交付金事業を創設いたしまして、都道府県に活用していただいているところでご

ざいます。なお、本事業においては、捕獲した個体の搬出や処分にかかわる経費について

も、交付対象経費として支援を行わせていただいております。本事業の実施に関しては、

福島県への御相談もいただければ幸いでございます。今後とも、自治体の皆様の御要望を

しっかりと伺いながら、引き続き、必要な支援を着実に進めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○土井復興副大臣 続きまして、上月農林水産大臣政務官、お願いいたします。 

○上月農林水産大臣政務官 農林水産省の上月でございます。 

 様々に御要望をいただきまして、ありがとうございました。 
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まず、風評被害対策に関する御要望についてお答えをいたしたいと思います。私自身が

発災当時、隣の茨城県でいろいろな対策に奔走いたしました。風評対策につきましても、

自分自身がやってきた経験からしても、消費者庁のこの実態調査を見ますと、直近でも、

福島県の数字が大変厳しいものであるということを実感いたしております。引き続き、き

ちんと取り組んでいかなければいけないということを、省内でも強く言っておるところで

ありまして、この風評払拭に向けましては、福島県農林水産業再生総合事業を措置してお

り、生産から流通、販売に至るまでの取組について、総合的に支援しているところであり

ます。お話がありましたけれども、地元農産物のトップセールスあるいは量販店や道の駅、

直売センター等におけます販売イベントの開催、こういったものも支援をいたしておりま

すので、ぜひとも、これを御活用いただきたいと思っております。 

 また、食品の輸入規制の撤廃・緩和に向けましては、政府一丸となりまして働きかけを

行っており、これまでに規制を設けている国や地域の数は54から半減以下となり、26まで

減ってきたわけであります。一方で、御指摘がありましたが、香港やUAEといったようなと

ころでは、まだ福島県産の野菜につきまして、輸入規制措置が残ってしまっているところ

もございます。これは粘り強くきちんと働きかけていく、積極的に働きかけていく、これ

をしっかりやっていくことに尽きると思っております。きちんと成果も出てきております

ので、引き続き、関係各省と連携しながら、粘り強く積極的に働きかけを行ってまいりま

す。 

 風評に関しましては、関係省庁と十分連携を図りながら対応いたしますが、小売・流通

への働きかけも大切だと思いますし、来ていただいた方に福島県産のものをしっかり食べ

ていただいて、風評がここには何もないことを感じていただくことも大切だと思っており

ます。これは農林水産省だけではなくて、関係省庁と連携することが重要でございますの

で、しっかりそういう意識を持って取り組んでいきたいと思っております。 

 次に、営農再開に関する御要望についてでございます。大橋会長からありましたが、カ

ントリーエレベーター等の農業用施設、機械を導入する場合、これは広域利用か否かを問

わずに福島県再生加速化交付金により支援が可能でございます。県や市町村、あるいは土

地改良区等が行います農排水路、暗渠排水路等も含めまして、農業用施設の整備につきま

しても、同交付金により支援を行っているところであります。 

 震災直後から、国と道府県が、福島県及び被災市町村に農業土木の技術者の派遣も行っ

ておりますが、これは御指摘がありましたように、復興が進むにつれてニーズが高まって

くることもあろうかと思いますので、そういったことも念頭に置きながら、引き続き、農

業土木技術者の派遣とともに、復興庁あるいは福島県などと連携して、必要な予算の確保

にも努めてまいりたいと考えております。 

 最後に、有害鳥獣の被害対策に関する御要望でございます。射撃場の整備でありますと

か、講習会の開催、研修、あるいはICTセンサー等の導入、捕獲活動経費の直接助成などに

つきまして、鳥獣被害防止総合対策交付金、30年度はかなり予算額を大きく増やし、措置
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をいたしておりますので、まずはこの事業によって支援をしっかりしていきたいと思って

おります。なお、具体の御言及はありませんでしたが、有害鳥獣処分のための焼却施設の

整備等につきましても、東日本大震災農業生産対策交付金により支援ができます。こうい

ったものをうまく組み合わせて使っていくことで支援をしてまいりたいと思っております。

今後とも、関係各省庁と連携をいたしまして、有害鳥獣の被害につきましてもしっかり対

応してまいりたいと思います。 

 農林水産省でも、齋藤大臣のリーダーシップの下、復興の取組につきまして、全力を挙

げて対応してまいりますので、ここだけではなくて、いつでも御相談も来ていただきたい

と思いますので、よろしくお願い申し上げます。 

○土井復興副大臣 最後に私からも重複いたしますけれども、６点について御回答を申し

上げたいと存じます。 

 まず、風評被害対策につきまして多くの御意見をいただきました。今なお残る風評の払

拭に向けて、昨年、「風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略」を取りまとめさせ

ていただき、被災地産品の販路拡大促進、教育旅行誘致の支援を含む国内観光振興やイン

バウンド誘客に向けた取組、福島県の空間線量率や食品等の安全、福島の復興の現状に関

する積極的な情報発信等に取り組んでおります。 

 また、放射線教育につきましては、戦略を踏まえ、現在、文部科学省におきまして、放

射線に関して科学的な知識を身につけ、理解を深めるための放射線副読本の改訂と、小中

高等学校における活用促進に向けて、取り組ませていただいております。 

 復興庁では、こうした取組に協力するほか、放射線に関する正確な知識について、メデ

ィアミックスによる効果的な情報発信に取り組んでまいります。先月開催されました風評

対策タスクフォースにおきまして、戦略に沿った取組の早期かつ着実な実施や、更なる強

化の検討などにつきまして、吉野大臣から各府省庁に対する指示をいたしたところでござ

います。この指示を踏まえ、今後とも地元の皆さんと密に連携しながら、政府一丸となっ

て風評被害対策を強力に推進してまいります。 

 また、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会は、復興五輪として世界から

寄せられた多大なる支援に感謝を表すとともに、被災地の復興の姿を世界に発信する絶好

の機会であると捉え、2020年東京大会の開閉会式の演出については、組織委員会における

総合プランニングチームにおいて検討中と承知をいたしておりますが、引き続き、いただ

いた御要望について組織委員会にお伝えをいたしてまいります。 

 次に、被災地への人的支援でございます。立谷市長、遠藤町長から御意見をいただきま

した。被災自治体のマンパワー確保は引き続き非常に重要な課題であると認識いたしてお

ります。そのため、全国の自治体からの職員派遣や被災自治体による任期つき職員の採用

等に要する経費につきましては、全額国費で支援をいたしておりますし、これからもいた

してまいります。また、全国知事会等、様々な機会を通じた職員派遣の継続、協力の要請

や任期つき職員採用の支援を行っております。加えて、復興庁でも一般公募により採用し
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た国家公務員の非常勤職員を被災市町村に駐在させ、人材確保に努めております。今後と

も、総務省等の関係省庁や県等とも連携をしながら、様々な形で地域の実情に応じた人材

確保対策に取り組んでまいります。 

 次に、鳥獣被害対策について、室井市長さんから御意見をいただきました。福島県が策

定いたしました来年度までイノシシを毎年度１万7000頭捕獲するという目標を確実に達成

できるよう、引き続き現場の実情を把握し、関係省庁と連携しながら取組を進めてまいり

ます。 

 また、立谷市長さんから、小高スマートインターチェンジの整備についても御意見をい

ただきました。同施設は地域の活性化や産業振興を図る上でも大変重要なものと認識して

おり、吉野大臣からも、国土交通省に対し働きかけているところでもございます。 

 さらに、医師の確保につきまして御意見をいただきました。被災地の医療の再生支援の

ため、昨年度236億円の予算を積み増しし、これらを活用して、福島県は、医師の確保や養

成に取り組んでいるものと承知をいたしております。引き続き、福島県や厚生労働省と連

携をして、地域医療の確保に取り組んでまいります。 

 菅野村長さんからは、飯舘村の学校の利活用等について御意見をいただきました。学校

施設は地域住民にとって身近な公共施設であり、廃校となった後も可能な限り地域コミュ

ニティーの拠点として生かすことが重要であります。今度とも、村の御意見をよく伺い、

できる限りの支援に努めてまいります。 

 また、予算の運用については、地元の皆さんが不安に思うことがないよう、個々の要望

に対し、丁寧な対応を徹底してまいります。 

 ただいま御回答を申し上げましたが、御意見をいただきましたもの、御回答ができなか

ったものも含めて、皆様からいただきました多くの御意見をしっかりと受け止め、被災者

に寄り添いながら、福島の復興・再生に全力で取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

 それでは、御意見に対する国からの回答は以上とさせていただきます。 

 ここで、内堀知事からよろしくお願いいたします。 

○内堀福島県知事 大臣を始め、皆さんにおいては、我々の思いをしっかり受け止めてい

ただき、真摯な回答をいただきました。地元福島の意見や思いを、この協議会を通じて、

今日お集まりの皆さんと共有できたものと考えております。私たちも、懸命に復興・再生

に取り組んでまいります。今後とも政府を挙げて御尽力をいただきたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 それでは、最後に吉野復興大臣から締めくくりの御挨拶を申し上げます。 

○吉野復興大臣 今日は本当に貴重な御意見、御要望をありがとうございます。 

 私たちは、改正福島特措法という法律を持っております。福島県だけの法律です。ここ

に福島イノベーション・コースト構想や官民合同チーム等々、法的な裏づけをした法律で
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ございます。この特措法を本当に活用して、あとは実行あるのみでございます。この実行

を、その都度どのくらい進んでいるのかという、こういう法定協議会のこの場は、大変重

要な場であると理解しております。忌憚のない御意見を踏まえ、我々政府としても一丸と

なって福島の復興に全力で取り組んでいく覚悟でございますので、本当に今日は皆様方、

御苦労さまでございました。 

 そして、福島の復興を加速させる意味でも、これからの御尽力も御期待申し上げ、締め

くくりの挨拶とさせていただきます。ありがとうございました。 

○土井復興副大臣 ありがとうございました。 

 なお、本日の会議資料につきましては、全て公表とし、議事につきましては、構成員の

確認をいただいた上で、復興庁ホームページにおいて、速やかに公表させていただきます。

会議の内容につきましては、この後、ぶら下がり記者会見におきまして、吉野復興大臣か

らブリーフィングを行います。 

 以上、御了承いただきますようにお願いを申し上げ、本日の会議はこれで終了させてい

ただきます。誠にありがとうございました。 


